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暦年 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２
売上額（億元） ３９,１０６ ４３,０５５ ４８,１３６ ５２,５１６ ５９,５０１ ６７,１７７ ７６,４１０ ９３,５７２１１４,８３０１３２,６７８１５６,９９８１８３,９１９２０７,１６７
対前年増加率（％） ９.７ １０.１ １１.８ ９.１ １３.３ １２.９ １３.７ １８.２ ２２.７ １５.５ １８.３ １７.１ １２.６
出所：中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より作成
表２ 卸小売業法人企業の推移
年次 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１
企業数（所） ２５，５６７ ２５，５４３ ２６，６０５ ２７，３４０ ５２，４４８ ４７，６９８ ５１，７８８ ５５，７３７１００，９３５ ９５，４６８１１１，７７０１２５，２２３
従業員総数（千人） ４，４８５ ４，０４６ ４，１９１ ４，０６８ ５，０７７ ５，１９５ ５，４４３ ６，０４９ ７，３７４ ７，４９０ ８，５２２ ９，０１１
売上額（億元） ３２，２６５ ３５，１５３ ４０，０９０ ４８，６１３ ８６，９２９ ９３，１５１１１０，０５５１３２，７４１２０８，２３０２０１，１６６２７６，６３６３６０，５２６
企業数（所） １００.０ ９９.９ １０４.１ １０６.９ ２０５.１ １８６.６ ２０２.６ ２１８.０ ３９４.８ ３７３.４ ４３７.２ ４８９.８
従業員総数（千人） １００.０ ９０.２ ９３.４ ９０.７ １１３.２ １１５.８ １２１.４ １３４.９ １６４.４ １６７.０ １９０.０ ２００.９





年次 ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０２０１１ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１
店舗総数 ４６,５１７７７,６３１１０５,６８４１２８,９２４１４５,３６６１６８,５０２１７５,６７７１７６,７９２１９５,７７９１００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
内資 ４３,２５６５１,１１０９８,５９９１１５,８３２１３８,１１４１５３,７８９１５８,９２０１５８,１９６１６９,６９９ ９３.０ ６５.８ ９３.３ ８９.８ ９５.０ ９１.３ ９０.５ ８９.５ ８６.７
港澳台系 １,２３７ １,３９６ ３,３０４ ２,８０３ ２,０５９ ２,４４６ ３,１３２ ４,３７９ ５,６２４ ２.７ １.８ ３.１ ２.２ １.４ １.５ １.８ ２.５ ２.９
外資系 ２,０２４ ２,３８５ ３,７８１１０,２８９１１,５２１１２,２６７１３,６２５１４,２１７２０,４５６ ４.４ ３.１ ３.６ ８.０ ７.９ ７.３ ７.８ ８.０ １０.４
従業員総数（１００人） ９,２４１１２,８２０１６,０１０１８,７１０１８,６１９１９,７０８２１,０８８２２,５１６２４,９０６１００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
内資 ７,８２７ ８,９２３１３,１００１５,８７９１４,３６５１６,１４９１６,６２８１７,９６９１９,８２２ ８４.７ ６９.６ ８１.８ ８４.９ ７７.２ ８１.９ ７８.９ ７９.８ ７９.６
港澳台系 ５６０ ６４２ １,２２９ ５９９ ７５８ ８９９ １,４８６ １,８０３ ２,００４ ６.１ ５.０ ７.７ ３.２ ４.１ ４.６ ７.０ ８.０ ８.０
外資系 ８４２ ９８３ １,６８２ ２,２２８ ２,３４７ ２,６６０ ２,９７５ ２,７４４ ３,０８０ ９.１ ７.７ １０.５ １１.９ １２.６ １３.５ １４.１ １２.２ １２.４
売上額（億元） ４,２５９ ８,３９３１２,５８８１４,９５２１７,７５４２０,４６７２２,２４０２７,３８５３４,５１１１００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
内資 ３,５２７ ４,６３７１０,８６５１２,９２５１４,３１５１７,２４３１８,６０３２３,３２５２９,５３０ ８２.８ ５５.２ ８６.３ ８６.４ ８０.６ ８４.２ ８３.６ ８５.２ ８５.６
港澳台系 ２６５ ３４０ ６０３ ４３９ ６０８ ７２７ １,３１７ １,５８０ ２,０７８ ６.２ ４.１ ４.８ ２.９ ３.４ ３.６ ５.９ ５.８ ６.０






年 ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１
チェーン店店舗計（所） ３０,７４６ ４６,５１７ ５４,８９１ １０５,６８４ １２８,９２４ １４５,３６６ １６８,５０２ １７５,６７７ １７６,７９２ １９５,７７９
コンビニ － － － １０,０４３ １３,８１７ １３,９１２ １６,１９６ １５,７７９ １４,２０２ １３,６０９
スーパー １０,２８１ １１,７１７ １４,０７３ １８,９２４ ２１,０６６ ３４,４７７ ３８,３１２ ３５,７１７ ３９,１４０ ４１,０９６
内大型店 － － － － － 7,332 8,072 2,493 6,322 2,542
百貨店 １,５５０ ２,１２９ ２,６３７ ３,８５３ ５,３５３ ３,６７４ ３,８０５ ５,３０４ ４,２３９ ４,８２６
従業員総数（１００人） ６,３３２ ９,２４１ １０,５４８ １６,０１０ １８,７１０ １８,６１９ １９,７０８ ２１,０８８ ２２,５１６ ２４,９０６
コンビニ － － － ６７０ ７８９ ９２７ ９７９ ９２８ ７５０ ７１０
スーパー ３,１０１ ４,４４４ ５,１０８ ６,０９４ ６,５４５ ６,８０９ ７,７７９ ８,１５２ ８,８５０ ９,２２３
内大型店 － － － － － 3,053 3,582 3,266 3,860 3,328
百貨店 １,０８７ １,２１６ １,３９０ １,８１２ １,７７１ １,５９２ １,８５３ ２,３８６ ２,５００ ２,６５４
売上総額（億元） ２,６５８ ４,２５９ ５,５７６ １２,５８８ １４,９５２ １７,７５４ ２０,４６７ ２２,２４０ ２７,３８５ ３４,５１１
コンビニ － － － １８３ ２２３ ２３２ ２７６ ２７０ ２４７ ２２６
スーパー １,３１８ １,９２６ ２,４１０ ３,１１３ ３,４４３ ３,７９１ ４,４８３ ５,０１３ ５,６８６ ５,９９３
内大型店 － － － － － 1,872 2,234 2,444 2,919 2,595
百貨店 ４８５ ５９７ ７４５ １,２７５ １,４８２ １,６２５ １,９４３ ２,４９８ ２,６７２ ３,２２７
小売業法人単位総数 １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
コンビニ － － － ９.５ １０.７ ９.６ ９.６ ９.０ ８.０ ７.０
スーパー ３３.４ ２５.２ ２５.６ １７.９ １６.３ ２３.７ ２２.７ ２０.３ ２２.１ ２１.０
内大型店 － － － － － 5.0 4.8 1.4 3.6 1.3
百貨店 ５.０ ４.６ ４.８ ３.６ ４.２ ２.５ ２.３ ３.０ ２.４ ２.５
従業員総数（千人） １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
コンビニ － － － ４.２ ４.２ ５.０ ５.０ ４.４ ３.３ ２.９
スーパー ４９.０ ４８.１ ４８.４ ３８.１ ３５.０ ３６.６ ３９.５ ３８.７ ３９.３ ３７.０
内大型店 － － － － － 16.4 18.2 15.5 17.1 13.4
百貨店 １７.２ １３.２ １３.２ １１.３ ９.５ ８.６ ９.４ １１.３ １１.１ １０.７
売上総額（億元） １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
コンビニ － － － １.５ １.５ １.３ １.３ １.２ ０.９ ０.７
スーパー ４９.６ ４５.２ ４３.２ ２４.７ ２３.０ ２１.４ ２１.９ ２２.５ ２０.８ １７.４
内大型店 － － － － － 10.5 10.9 11.0 10.7 7.5





セブン－イレブン（北京）有限公司 CVS 140 店舗
セブン－イレブン（成都）有限公司 CVS 78 店舗

































































































































































亜運村 ２００１／１２ ２１ ３４７ 日本
豊台北路 ２００３／１２ ９ ２１９ 中国
大興 ２００５／０１ １２ ２５６ 中国
西直面 ２００５／０４ １９ ２１８ 中国
望京 ２００６／０４ １７ ２１８ 中国
右安門 ２００７／０９ １２ ２３２ 中国
北苑 ２００９／０９ １９ ２０２ 中国
新十里堡 ２０１１／０１ ２２ ２９７ 日本
三里屯 ２０１３／０３ ２ ８０ 中国
成都ヨーカ堂 ３,４０８
春煕 １９９７／１１ １７ 中国
双楠 ２００３／０９ ３３ 中国
錦華 ２００７／１２ ２８ 中国
建設路 ２００９／１１ ３０ 中国



























































































































































全 社 計 本部 店 舗 計 成都













正社員 臨時工 社員計 正社員 臨時工 社員計
０３年 １,０２２ ５１９ １５ １,５５７６５.６ ３３.３ １.０ １２２ １６ １５ １５３ ７９.７ １０.５ ９.８ ９００ ５０３１,４０３６４.１ ３５.９
０４年 １,１８３ ７２９ １６ １,９２８６１.４ ３７.８ ０.８ １４０ １５ １６ １７１ ８１.９ ８.８ ９.４ １,０４３ ７１４１,７５７５９.４ ４０.６
０５年 １,５０７１,２９９ １７ ２,８２３５３.４ ４６.０ ０.６ １４０ ３６ １７ １９３ ７２.５ １８.７ ８.８ １,３６７１,２６３２,６３０５２.０ ４８.０
０６年 １,５６６１,５４９ １８ ３,１３３５０.０ ４９.４ ０.６ １４８ ３６ １８ ２０２ ７３.３ １７.８ ８.９ １,４１８１,５１３２,９３１４８.４ ５１.６
０７年 １,５４２１,４８９ １６ ３,０４７５０.６ ４８.９ ０.５ １６２ ３７ １６ ２１５ ７５.３ １７.２ ７.４ １,３８０１,４５２２,８３２４８.７ ５１.３
０８年 １,７８１１,３５７ １４ ３,１５２５６.５ ４３.１ ０.４ １６０ ３４ １４ ２０８ ７６.９ １６.３ ６.７ １,６２１１,３２３２,９４４５５.１ ４４.９ ２,４２７
０９年 １,８０４１,２９３ １３ ３,１１０５８.０ ４１.６ ０.４ １６５ ３１ １３ ２０９ ７８.９ １４.８ ６.２ １,６３９１,２６２２,９０１５６.５ ４３.５ ２,３１８
１０年 １,７１２１,２５６ １１ ２,９７９５７.５ ４２.２ ０.４ １７７ ２１ １３ ２１１ ８３.９ １０.０ ６.２ １,５３５１,２３５２,７７０５５.４ ４４.６ ３,１５１
１１年 １,４９８１,０７０ ９ ２,５７７５８.１ ４１.５ ０.３ １８６ ２０ ９ ２１５ ８６.５ ９.３ ４.２ １,３１２１,０５０２,３６２５５.５ ４４.５ ３,０３８
１２年 １,３６４１,００３ １２ ２,３７９５７.３ ４２.２ ０.５ ２０７ １４ １２ ２３３ ８８.８ ６.０ ５.２ １,１５７ ９８９２,１４６５３.９ ４６.１ ３,３３７





























































年平均 正社員 臨時工 社員合計 正社員 臨時工
０３年 ４２０ ２３６ ６５６ ６４.０ ３６.０
０４年 ３６２ ２６８ ６３０ ５７.５ ４２.５
０５年 ３０２ ３１５ ６１７ ４８.９ ５１.１
０６年 ２８９ ３１３ ６０２ ４８.０ ５２.０
０７年 ２６３ ２８７ ５５０ ４７.８ ５２.２
０８年 ２６１ ２５５ ５１６ ５０.６ ４９.４
０９年 ２３５ ２３８ ４７３ ４９.７ ５０.３
１０年 ２０２ ２４５ ４４７ ４５.２ ５４.８
１１年 １９７ ２２６ ４２３ ４６.６ ５３.４
１２年 １７８ ２０１ ３７９ ４７.０ ５３.０




店舗 年 正社員数（人） 増減率（％） 臨時工数（人） 増減率（％） 正社員割合（％）
豊台北路 ０４→１２ ２６３→１３４ －４９.０ １８６→９８ －４７.３ ５８.６→５７.８
大興 ０６→１２ ２０４→１５６ －２３.５ １９９→１２４ －３７.７ ５０.６→５５.７
西直門 ０６→１２ ２４９→１３８ －４４.６ ２４８→１０３ －５８.５ ５０.１→５７.３
望京 ０７→１２ ２０３→１２２ －３９.９ ２２３→１２１ －４５.７ ４７.７→５０.２
右安門 ０８→１２ １７１→１３８ －１９.３ １５９→９９ －３７.７ ５１.８→５８.２




































































































































































































































































































































































































































したジュニア層を対象とした ABS（Aeon China Business
School）、ミドル層（課長級）を対象とした JMP（Junior
Management Program）、BMP（Basic Management Pro-
gram）、イオンの DNAを受け継がせる DNA伝承大学、
シニア層（高級経理、部長クラス）を対象とした AMP





















































































































































































































































































































































































































８）前掲、SEVEN & i HLDGS「『７＆iホールディングス』
の中国での事業展開について」
９）日本経済新聞１３／９／２ 電子版
１０）セブン＆アイ CSRレポート２０１３ ２月期 「海外での取
り組み」



















































学ものづくり経営研究センター Discussion Paper No.
１９９９
湯谷昇羊２０１３『「いらっしゃいませ」と言えない国－中国で
最も成功した外資・イトーヨーカ堂』 新潮社・新潮文庫
（『巨龍に挑む』２０１０年ダイヤモンド社刊を改題・改稿）
三菱東京 UFJ銀行『BTMU 中国月報』第７９号（２０１２年８月）
イトーヨーカ堂、セブン＆アイ・ホールディングス
HP、華糖洋華堂有限公司 HP
イオンHP、永旺中国投資有限公司 HP
中国国家統計局『統計年鑑』各年版
付記１
周知のように、昨年の９月は「尖閣諸島国有化」が宣言さ
れ、対日抗議行動（中国進出日本企業及び日本製品への破壊
活動）が生じた時でした。日本での報道で概略は承知してい
ましたが、在中国の日本人にとっては、「周辺住民から襲撃
を示唆する警告を受け逃げたケース」もあり、「日本サイド
には報告できないような日常生活に大きな制限を受ける事
態」、「日常生活での危険」が生じていて、「身の安全」の危
機を感じるほど深刻だったようです。
本年９月がその１周年になるため、対日抗議（日本企業・
日本人への襲撃）再燃の危険を在中国の人々は強く感じてい
たようです。
筆者が、７月に、調査のため９月初・中旬の会社訪問の許
可をお願いしたところ、A社の総経理より、以下のメールを
いただきました。
＜昨年９月７日から１０月７日までは、各地でのデモと襲撃
騒ぎの記憶も新しく弊社含め関係企業も閉店せざるを得ない
状況まで悪化致しました。
日本人の身の安全は、個人では確保できません。大使館の
方々並びに地元公安局（警察）にも配慮していただき、社内
か自宅待機の状況でした。
集団での行動は危険分子とみなされ警告される事態まで発
展しました。
出勤時は、弊社社員数名が自宅マンション下、車を待機す
るも、周辺住民から襲撃を示唆する警告を受け逃げたケース
もあります。
このように日本サイドには報告できないような日常生活に
大きな制限を受ける事態が起こりうる可能性は否定できませ
ん。
日本人の団体行動は市内では目立つため極力避けます。
最高潮に達したケースでは、丹羽大使の公用車襲撃の事件
も記憶にあると思われます。
念には念を、無理のない計画を組まれ、まずは身の安全を
図られた方がよろしいかと思いまして、ご連絡させていただ
きました。
今年の情勢は、私共も心配しております。
９月の中国入りはリスクが非常に大きいことを御承知して
いただきたいと思います。＞
国際関係の中で、突然になされる一方的な行為・行動が、
政治的・経済的関係の悪化のみならず、在外日本人に「身の
危険」を感じさせる事態を引き起こしかねないことに思い至
らない日本政府に、それこそ「危険」を感じざるを得ませ
ん。
付記２
本稿は、１０１３年９月１１、１２日に行った華糖洋華堂商業有限
公司（北京ヨーカ堂）の董事・総会計師・財務本部長・兼企
画部長 梅澤健一氏、永旺（中国）投資有限公司（イオン中
国）の管理総部 総経理 白濱耕二氏と永旺商業有限公司
（北京イオン）の管理本部長 西原宏氏へのインタビューが
もとになっている。お忙しい中長時間お付き合いくださった
３氏に、記して、謝意を示しておきたい。ありがとうござい
ました。
もちろん、本稿が、３氏へのインタビューの結果に多く負
っているとはいえ、内容についての責任はすべて柴田にあ
る。
在中国日系企業の人事管理（４） 65
